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「平成十七年における特定地域に係る激甚災害及びこれに対し適用す
べき措置の指定に関する政令案」について 
 
Ⅰ 局地甚激災害について 
 
災害によっては、全国的な観点からみてさほどの被害でなく全国及び都道府県を単
位とする本激の指定基準には該当しないものであっても、ある特定の地域においては
甚大な被害を及ぼすものがある。このような場合に、特に甚大な被害を受けた市町村
に対し激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下「法」という。）
を適用し、その財政的救済を図ることとしたものが局地激甚災害制度である。 
なお、局地激甚災害では、地域を限定（市町村単位）して激甚災害の指定を行うこ
ととしている。 
 
 
Ⅱ 平成１７年における特定地域に係る激甚災害 

※〔 〕内は平成１６年の値 
１ 本政令で指定される激甚災害数及び該当市町村数 
 
  １３災害   ３２市町村（延数）  １９災害１２８市町村（延数） 
         ２９市町村（実数）      １１２市町村（実数） 

 ・災害種別ごとの災害数 
   豪雨   ５災害    融雪   ３災害 
 地滑り  ３災害    地震   ２災害 

 
２ 適用すべき措置ごとの災害数の内訳 
 
 （１）法第２章（第３条及び第４条）関係（公共土木施設災害復旧事業等に関する
特別の財政援助等） 

     ２災害    ９市町村（延数）   ８災害 ５３市町村（延数） 
            ９市町村（実数）       ４９市町村（実数） 
 
 （２）法第５条関係（農地、農業用施設及び林道の災害復旧事業等に係る補助の特
別措置） 

    １１災害   ２３市町村（延数）  １４災害 ７９市町村（延数） 
           ２０市町村（実数）       ７４市町村（実数） 
 
 （３）法第２４条関係（小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等） 
    １３災害   ３２市町村（延数）  １９災害１２８市町村（延数） 
           ２９市町村（実数）      １１２市町村（実数） 

３月 ６日 事務次官等会議 

３月 ７日 閣議 

３月１０日 公布（予定） 



Ⅲ 指定基準 
 
今回適用する措置に係る局地激甚災害指定基準は以下のとおりである。 
激甚法 
適用条項  適用措置 指 定 基 準 

第２章 

（第３条）

（第４条）

公共土木施設災害

復旧事業等に関す

る特別の財政援助 

 
           ＞ 
 
 
（査定事業費が１千万円未満のものを除く。） 
この基準に該当する市町村ごとの査定事業費を合算
した額がおおむね１億円未満である場合を除く。 

第５条 農地等の災害復

旧事業等に係る

補助の特別措置 

 
           ＞ 
 
 
（災害復旧事業に要する経費が１千万円未満のものを除く。） 
ただし、当該経費の合算額がおおむね 5 千万円未満で
ある場合を除く。 

第 24 条 小災害債に係る

元利償還金の基

準財政需要額へ

の算入等 

第 2 章（第 3 条及び第 4 条）又は第 5 条の措置が適用
される場合。 

 

 
Ⅳ 適用すべき措置の概要 
 

（１） 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（法第２章） 

公共土木施設等の災害復旧事業について公共土木施設災害復旧事業費国庫

負担法等（以下「負担法等」という。）の根拠法令等に基づく通常の国庫補助

のかさ上げを行う。    （70％→84％（全体平均、過去５年間の実績）） 

 
（２） 農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置（法第５条） 

農地、農業用施設及び林道の災害復旧事業等について農林水産業施設災害復

旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（以下「暫定法」という。）等に基

づく通常の国庫補助のかさ上げを行う。 

（84％→93％（農地、過去５年間の実績）） 

 

（３） 小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等（法第２４条） 

    公共土木施設、公立学校施設、農地、農業用施設及び林道に係る災害復旧事

業で、負担法等及び暫定法の適用を受けない小災害の復旧事業費に充てるため

発行が許可された地方債に係る元利償還金を基準財政需要額に算入する。 

当該市町村が負担する
公共施設災害復旧事業
費等の査定事業額 

当該市町村の標準税収入
×50％ 

当該市町村が負担する
公共施設災害復旧事業
費等の査定事業額 

当該市町村の農業所得推
定額×10％ 
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